
設立後の手続きについて 

１ 法人設立認可書 

門真市での設立認可申請審査が終了すると、法人設立認可書が交付されます。 

これによって社会福祉法人の登記が可能になります。（法人設立の認可＝設立

ではない。社会福祉法第 34 条には「社会福祉法人は、その主たる事務所の所

在地において設立の登記をすることによって成立する。」と規定されている。） 

従って､社会福祉法人の設立の認可のあった日（認可日、認可書の到達した日）

から２週間以内（組合等登記令第３条）に登記をしなければなりません。 

なお、法人登記については事前に所轄の登記所と十分相談のうえ、手続きを行

ってください。 

２ 登記 

登記事項は組合等登記令によって以下のとおり決められています。 

≪登記事項≫ 

１．目的及び業務 

公益事業や収益事業を行う法人においてはそれらも登記してください。 

２．名称 

社会福祉法人○○○○会 

３．事務所の所在場所 

従たる事務所を置く法人においてはそれらも登記してください。 

４．代表権を有する者の氏名、住所及び資格 

理事長等の代表権を有する者のみ登記してください。 

５．存続期間又は解散の事由を定めたときは、その期間又は事由 

委託事業のみを行う法人で、その事業が終了した場合は解散する旨の規定を

定款上に定めている法人は、その規定を登記する必要があります。 

６．資産の総額 

設立当初の財産目録に記載された差引純資産額を登記してください。 

なお、今後は、毎会計年度終了後３ヶ月以内（６月 30 日まで）に変更登記を

行う必要があります。 

 

 

 



３ 評議員会・理事会 

法人設立後、定款附則に基づき、役員等（理事・監事・評議員）の選任を行い、

定款の規定により理事長の互選を行ってください。 

定款に基づき役員等の選任を行い、登記をした後は、役員等の必要書類として

次の書類を備えておいてください。これらの書類は、役員等の任期ごとに必ず

備えるようにしてください。 

■必要書類 

１．役員名簿 

２．就任承諾書 

３．履歴書 

４．欠格事由等の確認書（宣誓書） 

４ 財産移転・設立完了報告 

設立登記を終えたら、先に締結した贈与契約により、速やかに財産目録記載の

財産の移転を行ってください。 

定款の認可書の交付を受けて１か月以内にそれらの移転を終え、法人設立登

記及び財産移転完了届を門真市長宛てに提出してください。 

なお、土地等不動産の所有権の移転登記に際しては、大阪府が証明した書類不

動産使用証明願を添付すると、登録免許税が免除されます。 

※登録免許税法第４条第２項 

５ 建物の完成・登記 

建物が完成したら、表示登記を行ったうえで上記不動産使用証明を請求し、建

物の所有権保存登記を行ってください。 

６ 定款変更届 

建物の所有権保存登記が完了したら、先に提出している建物所有権保存登記

等誓約書に基づき基本財産に編入する手続きを行ってください。 

評議員会で同建物を基本財産に編入し、これに係る定款変更をすることを決

議してください。 

別紙「定款変更届」により、門真市長宛てに基本財産が増加した旨の届けを提

出してください。 

※なお、建物の完成に伴い、法人の主たる事務所を移転する場合については、

評議員会において、これに係る定款変更を決議し、事務所の所在地を変更した



法人登記簿謄本を添付の上、定款変更届を提出してください。 

 

■登記後の選任等の手続きの流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

※選任された役員等の任期の始期は選任の決議があったときになります（法

人の認可があった日ではありません。） 

 

法人設立の登記（目的、名称、理事長の氏名等） 

定款附則の規定に基づく役員等の選任 

理事会での理事長の選任 

登記（選任された理事長） 

土地・建物の登記 

定款施行細則等諸規程の整備 


